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第1章本論文の目的と意義
1994年、日本では選挙制度改革が行われ、衆議院議員総選挙において小選挙区比例代表
並立制が導入された。その結果、日本でも自民党と民主党による二大政党化が進むこととな
り、実際、 2009年には民主党が政権を獲得し、その後、 2012年に自民党が政権を再び奪
取した。 Downsの中央収赦仮説によると、二党制の下では政策が中央に寄ると予測されて
いる。次章で詳述するが、その後、政党の政策位置について多数の研究が蓄積されてきたも
のの、実際に収敬するのかしないのか、その結果は割れている。そして、中央収鍛仮説が成
立するためには、多くの前提条件が存在することが指摘されている（Grofman2004）。本論
文では、日本を事例として多党制における主要政党がどのような政策位置をとるのか明ら
かにする。具体的には、極左に位置する共産党に着目し、一般的に左寄りと解される民主党
と、右寄りと解される自民党の政策距離が、共産党の存在によってどのように変化するのか
を明らかにするのが本研究の目的である。
これまでにも、主要政党の政策位置に関する研究は多数蓄積されてきた。しかしながら、
これらの研究には、理論的にも実証的にも問題点が存在した。これまでの理論研究では、構
築されたモデルの前提が厳しく、現実の政治現象の説明にそのまま当てはめるのは難しい。
そこで本研究では、できるだけ分析上での理論的な仮定を緩めることで、より現実の政党、
候補者の行動に即した分析を試みる。また、これまでの実証研究では、見落とされてきた、
「選挙において候補者は、有権者の選好分布上に位置づけられる」という事実に着目し、新
たに有権者の選好分布を分析に組み込む。
結論を先取りすると、共産党候補者が強い選挙区ほど、民主党候補者がより革新の方へ移
動し、自民党と民主党の政策距離は広がることが明らかになった。また、有権者の選好分布
を組み込んだ場合の分析と、有権者の選好分布を組み込まない場合の分析を比べ、有権者の
選好分布を組み込んだ分析の方が有意な結果が得られることが示された。このような分析
結果を踏まえた上で、本論文の意義に述べると以下二点にまとめられる。一点目は、これま
での先行研究よりも前提を緩め、より一般性の高い分析を行っている点である。二点目は、
第 3党の存在によって、 二大政党間の政策距離は収散するのか、それともしないのかとい
う論争に対して一つの方向性を示せた点にあるだろう。
本論文の構成について説明する。まず、次章では、政党の政策位置に関する先行研究の整
理を行う。理論研究と実証研究の整理を行った上で、理論面と実証面の両方の問題点を指摘
する。そして、問題点を本論文でどのように克服するか示す。第3章では、分析の前提とな
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る確認を行う。具体的には、自民・民主・共産党候補者の政策位置と実際の有権者の選好分
布の二点の確認である。そして、第4章では仮説の検証を行う。自民党候補者、民主党候補
者、そして共産党候補者という 3つのアクターが戦略的に自身の政策位置を決めていくと
いう仮説を提示した上で、用いるデータと分析の対象となる選挙区や分析手法について詳
述し、従属変数と独立変数、そしてコントロール変数についての説明した上で、分析結果と
その解釈を示し、本論文の仮説が検証されたことを明らかにする。最後に、第5章では、本
研究から得られた知見について述べると共に、今後の課題を提示する。
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第2章先行研究の整理
本章では、有権者の選好分布と政党ないしは候補者の政策位置に関する先行研究の整理
を行い、その問題点について浮き彫りにしていく。初めに候補者の政策位置に関する理論研
究の整理を行い、次いで、候補者の政策位置に関する実証分析研究の整理を行う。理論研究
での問題点は、多党制における候補者の政策位置の推定の際に用いられる、数理モデルや、
ゲーム理論から構築されるモデルの成立条件が厳しく、現実政治の説明にそぐわない点で
ある。一方の、候補者の政策位置の実証研究における問題点は、分析から有権者の選好分布
という要素が抜け落ちてしまっている点である。この問題点を明らかにした上で、本研究で
はどのようにこの問題点在克服するのか提示する。
候補者の政策位置に関する一連の研究は Downs(1957）の空間理論から始まった。空間
理論とは有権者の選好分布が一次元の単峰型である場合、 二党制の下では、より多くの票を
獲得するために二党の政策は中央に近づき、収赦していくという理論予測である。この予測
は中央収鮫仮説と呼ばれ、これまで多数の理論実証研究が蓄積されてきた。 Downs自身が
指摘しているように、中央収数仮説が成立するにはいくつもの前提条件が存在し、この前提
条件を考慮せずに収蝕するのかどうかを実証するだけでは、中央収赦仮説の実証としては
不十分である。この前提条件の存在に着目し、 15の前提条件を挙げたのがGrofman(2004)
である。以下の表がGrofmanの提示した 15もの前提条件である。
二つしか政党が存在しないこと。
2 どの選挙でも一回しか行われない選挙であること。すなわち、決選投票等が存在し
ないこと。
3 選挙で選出されるのは一人の議員であること。
4 同質の選挙民によって選挙が行われること。
5 選挙が相対多数制によって行われること。
6 政策次元が一次元であること。
7 候補者の政策位置が明確に表明されていること。
8 候補者の位置は有権者によって正確に測定されること。
9 有権者は次回の選挙を見据えた行動をしないこと。
10 有権者は投票に行く利益がコストを上回るときに投票に行くこと。
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11 有権者は自身の選好に近い政策を実施する候補者ないしは政党に投票し、候補者の
聞に違いがないときにはどちらの候補者も平等に支持すること。
12 政党ないし候補者は選挙で勝つことに関心があること。
13 政党ないし候補者は次回の選挙を見据えた行動をしないこと。
14 政党ないし候補者は、有権者の選好を正確に測定し、中位投票者の位置を認識する
こと。
15 候補者は政党の組織の一員であること。
これらの前提条件のうち、特に実証分析をする上で大きな障害となりうる 3つの前提条
件について詳述する。まず、 6番目の前提である「政策次元が一次元であること」という条
件については、実際に行われる選挙で争点がーっということは現実ではありえず、経済や外
交、福祉、教育など争点は多岐にわたり、そのため政策次元が一次元であるという前提条件
は現実では成立しにくいと言わざるを得ない。次いで、 8番目の前提である「候補者の位置
は有権者によって正確に測定されること」という条件については、投影の問題が指摘されて
いる（Merrilland Grofman 1999）。投影の問題とはすなわち、有権者は自分にとって好ま
しいと思う候補者の政策位置を、現実の候補者の政策位置よりも、自分に近い政策位置であ
ると認識する傾向があり、その結果、正確に候補者の政策位置を測定できていないのでバイ
アスが発生するというものである。この投影バイアスを踏まえると、有権者が思い描いてい
る政策軸と候補者の政策軸は異なる可能性がある。最後に、 11番目の前提である「有権者
は自身の選好に近い政策を実施する候補者ないしは政党に投票し、候補者の聞に違いがな
いときにはどちらの候補者も平等に支持すること」という条件についてであるが、有権者の
政党帰属意識に基づく投票や、候補者の属性に基づく投票の存在（PersonalVote）の議論
(Bruse: Fer司ohnand Fiorina 1987）を踏まえると、有権者が候補者を平等に取り扱うこ
とはないと推察される。他の条件を見ても、成立するのが難しい条件が並んでいることが表
から見て取れる。
これまでは、 二党制における候補者の政策位置の理論について見てきたが、次に多党制下
におけるモデルの整理を行う。多党制の場合は二党制の場合と異なり、均衡に達するのがさ
らに難しくなることを示す。Cox(1990）は、空間理論を数理モデルで表現し、 一次元の政
策軸上で候補者の得票がそれぞれ最大化となる政策位置、すなわち均衡点の算出を行った
が、 三人の候補者が存在する場合には真ん中の候補者が締め出されてしまうので、均衡は存
在しないと結論付けている。さらに政策軸が多次元になった場合にはより複雑なモデルと
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なる。例えば、 Schofield(1993: 1995: 1998）は多党制では選挙後の連立形成の可能性を
考慮に入れたモデルの方が適切であると考え、数理モデルを用いて、オランダやドイツ、ス
ウェーデ、ン、デンマークの政党の政策位置を多次元で捉え、連立政権の中心となるコア政党
の位置はどこになるかの測定を行った。そして、連立のコアとなる政党が存在しない場合に
は、その連立政権は短命に終わると推察し、コア政党となりうる政策位置の重要性を強調し
ている。
Grof manが一つ目に挙げた二党しか政党が存在しないという条件についてであるが、
Downs自身も、第三政党が参入した場合の理論予測を立てている。一般的には、 二党制の
下で収赦している状況で、第三政党が参入しても選挙で勝つことはないと考えられている。
そこでDownsはイギリスの労働党の成功の事例から、第三政党が参入して勝つ場合につい
て以下のように考察をした。まず、図 lは自由党と保守党が収赦している状況を示してい
る。この状況から、選挙権が拡大された結果l図2のように有権者の分布に大きな変動が起
き、左に位置付けた労働党が新しい有権者分布の中位投票者を獲得することができた。すな
わち、 Downsは労働党のような第三政党が成功するには有権者の選好分布の変化が必要だ
と論じている。
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また、 Downsは必ずしも勝利を目指さない政党が参入した場合についての理論予測も行
っている。図3は政党Aと政党Bの二党制を示している。この状況では、政党Bは中央に
寄ることが予測される。しかしながら、政党 Bが中央に寄ることで左に近づいたこと（図
3）を嫌った政党Bの支持者が右端に政党Cを結成して、政党Bを右の位置へ戻るように圧
力をかける（図4）こともありうるのである。
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日本における政党問競争について数理モデ、ルを用いて分析を行った数少ない研究である
境家（2009）は、左翼政党（共産党）が常に左側に位置する有権者の固定票を得ている状
況の下での自民党と民主党の政策位置についてゲームモデ、ルを構築した。このモデルによ
ると、左翼政党が左側の有権者の固定票を得ているため、自民党と民主党の候補者は中道か
ら保守寄りの有権者を対象として、選挙競争を行わざるを得なくなる。したがって、境家は
自民党と民主党の二党の政策位置の均衡点は保守寄りに移動すると予想を述べている。境
家が構築したゲームモデルでは有権者の選好は一様分布しており（図 5）、候補者が有権者
の政策位置に関して不確実性を有しているときには、政策の均衡点が右寄りになると予測
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を立てている。しかし、この有権者の選好が一様分布しているという前提は現実の有権者の
選好分布と軍離している恐れがある。また、単峰分布の場合には民主党には右に寄るインセ
ンティブがそこまで働かないと予測されるため（図 6）、一様分布という前提があるからこ
そ民主党は右に寄りやすいという結果が導出される。
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次いで、政党間競争に関する実証研究についての整理を行う。イギリスにおける実証研究
では、保守党と労働党の二大政党が過去20年間で長期的にみれば収赦してきた（Matthew
and Caitlin 2011）。しかし、短期的にみればAdams(2005）らが示したように、投票率の
低下が予想されるとに有権者の棄権を恐れた労働党と保守党が自身の政党のコアな支持者
に支持を訴えかけたため、結果として二党の政策位置が離れることもある。一方のアメリカ
においては、大統領選挙・連邦議会選挙の両方の選挙に関して、中央収鮫仮説の実証が行わ
れているが、国レベルでも選挙区レベルでも民主党と共和党の政策の収数は見られない
(Ansolabehere, Snyder and Stewart 2001）と結論付けられている。収散が見られない理由
についてはBurden(2004）が、競争がない状態ではイデオロギー的な差異が保たれること
を指摘し、予備選が行われるため候補者はより極端な政策を打ち出すこと、さらには政策位
置を移動するにはコストがかかるという三つの理由を挙げている。また、Groseclose(2001) 
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やGrofman(1991）は、現職が落選することがまれであるという点に着目し、有権者は現
職の方を支持しやすいため、現職はそのシニオリティで、挑戦者に比べ優位性を持っている
ので、現職は中央に位置取ることで再選が容易になり、挑戦者は極端な政策位置に移動せざ
るを得ないということを実証した。
第三政党の参入が候補者の政策差を広げるという予測に着目して研究を行った Lee
(2012）は、 1996年の連邦議会選挙において第三政党の候補者の参入が予測される場合
に、民主党の候補者はよりリベラルに移動することを示した。多党制である日本においても
選挙区レベルで候補者の政策位置を測定し、自民党と民主党の候補者の政策的立場の差に
ついて分析を試みる研究が行われている。大川（2011）の研究では、東大朝日調査データ
を用いて候補者データから因子分析を行い、各政党候補者の政策位置の測定を行った。大川
は自民党と民主党の政策の差は統計的に有意な差であり、 2003年・ 2005年と二党の政策
の差は保たれていることを実証した。さらに、二党の候補者の政策位置を従属変数とした分
析を行ったところ二党の候補者の政策位置には、前年度の候補者自身の政策位置と党派性
が影響を与えていることを明らかにした。同様に、東大朝日調査データのうち候補者データ
を用いて候補者の政策位置を測定し、自民党・民主党の両政党候補者の政策位置の差につい
てその規定要因の分析を行ったのが谷口（2005）の研究である。谷口は、民主党と自民党
候補者の政策位置に差があることを確認したうえで、自民党と民主党候補者の政策差を従
属変数とする分析を行った。その結果、有権者の選好を示す変数として用いた自民党比例得
票率が高い選挙区で差が広がることが確認されたほか、候補者の経験の違いは政策差に影
響を与えないことが確認された。一方の境家（2009）の分析では、東大・朝日調査の候補
者データから因子分析を行って各候補者の政策位置の推定を行った。分析の結果、左翼政党
の期待得票率が高いほど民主党候補者の保守化を促すという結果が得られた。
これまで述べてきたように、空間理論に基づいた政党間競争の実証研究は多数蓄積がな
されたものの、収赦するのか収鮫しないのかで結果が割れている。日本における自民党と民
主党の政策位置に関する実証を行った三つの研究には共通する問題点がある。元々Downs
をはじめとした政党間競争のモデルが前提としているのは有権者の選好に応じて候補者は
政策位置を移動するというものである。すなわち、有権者の政策選好分布上に政党が順序づ
けられるというものである。したがって、分析では有権者の選好分布上に候補者を順序付
けなければ、 実証としては不十分と言わさやるを得ないのである。しかしながら、彼らの分析
では、因子分析を行う際に、東大・朝日調査の候補者データだけを用いているため、分析か
ら有権者という要素が抜け落ちてしまっている。候補者データだけを用いて因子分析を行
い、また有権者データだけを用いて因子分析を行い、それぞれ別々に政策位置を推定しても、
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候補者と有権者の位置する政策軸が異なるため、候補者の政策位置と有権者の政策位置に
ついて連関させて説明を加えることはできないのである。また、境家の研究にはこれに加え
て2点問題点が残る。一つ目の問題点は、ゲーム理論を用いているが、その際の前提となる
有権者の分布が一様分布である点である。次章で確認するが、有権者の分布は、中道付近で
ピークを迎える正規分布に近い形を取り、 一様分布を取ってはいないため前提が成立しな
いのである。二点目は、境家は民主党候補者の動きのみに着目していて、自民党候補者の政
策位置については触れておらず、分析において自民党の位置を統制していないため、民主党
が右に寄ったとしても自民党はもっと右に動いているかもしれず、自民党と民主党の政策
距離が近づいているとは言えない点である。
この章では、空間理論に基づいた理論研究と実証研究の整理を行い、それぞれ両方の研究
に問題点があることを述べてきた。理論研究では、前提が現実政治と軍離していることを指
摘し、実証研究では分析から有権者の選好分布という要素が抜け落ちている点を指摘した。
そこで、本研究では、より現実に適合した方法で分析を行う。東大・朝日調査では、候補者
と有権者に、同じ質問項目を用いて政治的な意見を問うている。したがって、有権者データ
と候補者データを結びつけて、論じることは理論上可能である。そして、有権者の選好分布
上に候補者の政策位置を取り、自民党・民主党候補者の政策的立場の 「非」収数の説明を試
みる。次の章では、分析の際に前提となる、自民党と民主党候補者の政策位置の差が保たれ
ていることと、有権者の選好分布について記述統計から確認を行う。
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第3章記述統計
本章では、次章の分析の前提となる確認を行う。確認する前提は二つある。一つ目は、自
民・民主・共産党候補者の政策位置の確認を行うことである。 二つ目は、有権者の選好分布
が単峰分布になっていることである。自民党と民主党の政策の差を確認するのは、収赦して
いないことを確認するためである。次いで、有権者の選好分布を確認するのは、前章で述べ
たように境家の研究ではモデルにおいて有権者の選好分布が一様分布であると想定されて
いたが、これが現実の選好分布とは異なることを示すためである。
まず、各小選挙区の自民党と民主党の候補者の政策距離が離れていることを、散布図から
確認を行う。この散布図を作成する際に用いたデータは東大・朝日調査のうち候補者データ
である。候補者データを用いて因子分析を行い、その結果から因子得点の算出を行った。分
析の際に用いた質問項目は、①日本の防衛力は強化すべきだ②日米安保体制は強化するべ
きだ③先制攻撃はためらうべきではない④国連安全保障理事会の常任理事国入りをして国
際的な役割を果たすべき⑤終身雇用を維持すべきである⑥公共事業による雇用確保は必要
だ⑦景気対策のための財政出動を行うべきだの 7項目である。この 7項目について主因子
法により因子分析を行ったところ第一因子に安保・外交の政策軸、第二因子に経済政策に関
する政策軸が抽出された。因子負荷量については以下の表で示した通りである。
因子負荷量（2003年）
質問項目 第一因子 ：安保外交 第二因子：経済
①防衛力 0.92 0.01 
②日米安保 0.92 0.07 
③先制攻撃 0.84 0.09 
④安全保障理事会 0.86 -0.02 
⑤終身雇用 -0.55 0.45 
⑥公共事業 -0.04 0.81 
⑦財政出動 0.24 0.76 
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因子負荷量（2005年）
質問項目 第一因子：安保外交 第二因子：経済
①防衛力 0.89 0.21 
②日米安保 0.89 0.16 
③先制攻撃 0.81 0.28 
④安全保障理事会 0.63 0.01 
⑤終身雇用 -0.65 0.29 
⑥公共事業 0ー.34 0.73 
⑦財政出動 0ー.17 0.79 
因子分析の結果から、因子得点を算出し、それを各候補者の政策位置としてプロットしたの
が、以下の図 7－図 10である。
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図 10：経済政策における各小選挙区の候補者の政策位置 （2005)
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この散布図の横軸は候補者の政策位置を示している。同一の水平上に並ぶ共産党候補・民
主党候補・自民党候補は同じ選挙区内の候補者であることを意味する。安保・外交について
は、共産党・民主党・自民党と左から順に並んでいる選挙区が多いことがこの図から確認さ
れる。また、自民党と民主党候補者の聞に政策的な差が保たれているように見受けられる。
一方の、経済軸に関しては、図で見ての通り、入り混じっていることが分かる。
本研究では、共産党が極左に位置し、自民党が右に存在するときに民主党がどのような政
策位置を取るのかに関心がある。そのため、経済軸に関しては分析の対象となるケースが少
なく、実証分析を行っても統計的な有意性について言及が出来ないので、安保・外交軸につ
いてのみ実証分析を行う。図で示した候補者の因子得点についての基本統計量をまとめた
のが下記の表である。表を見てわかるように、安保・外交政策に関する因子得点は、 2003
年も 2005年も、自民党と民主党の聞には差があることが確認できる。他方、経済政策に関
する因子得点については、安保・外交政策と比べると差は縮まるものの、差があることが確
認できる。この統計量からも、前章で参照した先行研究と同様に政策的立場の差は確認でき
る。以上より、自民党候補者と民主党の候補者には政策的な距離が保たれており、収散はし
ていないことが確認される。
表 1 各政党の候補者の安保・外交の政策位置の平均（2003年）
2003年 平均 標準偏差 最小値 最大値
自民党候補の政策位置 0.886 0.634 -0.735 2.124 
民主党候補の政策位置 -0.472 0.884 -2.57 4 1.335 
共産党候補の政策位置 2.511 0.247 -2.714 -1.418 
表2 各政党の候補者の経済政策位置の平均（2003年）
2003年 平均 標準偏差 最小値 最大値
自民党候補の政策位置 0.114 1.049 -3.102 2.379 
民主党候補の政策位置 -0.4 7 4 0.959 -3.198 2.206 
共産党候補の政策位置 0.234 0.776 -3.167 2.168 
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表3 各政党の候補者の安保・外交政策位置の平均（2005年）
2005年 平均 標準偏差 最小値 最大値
自民党候補の政策位置 0.789 0.625 -1.789 2.198 
民主党候補の政策位置 -0.456 0.831 -2.657 1.731 
共産党候補の政策位置 -2.152 0.273 -2.714 -1.530 
表4 各政党の候補者の経済政策位置の平均（2005年）
2005年 平均 標準偏差 最小値 最大値
自民党候補の政策位置 -0.149 0.971 -2.586 2.588 
民主党候補の政策位置 -0.493 0.972 -2.752 2.819 
共産党候補の政策位置 0.515 0.702 -1.489 2.543 
次いで、有権者の選考分布についての確認を行う。有権者の選好分布の確認を行う際に用
いたデータは、 2003年に行われた東大・朝日調査データのうちの有権者データである。有
権者データについても、候補者データと同様に因子分析を行い、その結果から因子得点の算
出を行った。因子負荷量については、以下の表で示した通りである。2005年については、
急な解散総選挙であったため有権者データがないものの、有権者の選好分布がほんの二年
で劇的に変わることは起こりえないと推察されるので、 2003年のデータから有権者の選好
分布の確認を行う。
因子負荷量 （2003年）
質問項目 第一因子：安保外交 第二因子：経済
①防衛力 0.8516 -0.0052 
②日米安保 0.7882 0.0504 
③先制攻撃 0.7701 -0.0938 
④安全保障理事会 0.4535 0.1518 
⑤終身雇用 -0.1182 0.6427 
⑥公共事業 -0.0066 0.8275 
⑦財政出動 0.0697 0.4462 
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次頁の図を概観すると、安保・外交軸に関しても、経済軸に関しても、有権者の選好分布
は一様分布ではなく、中道付近でピークを迎える単峰型であることが分かる。
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経済政策における有権者の政策位置
本章では、分析の前提となる記述統計量の確認を行った。その結果、自民党候補者と、民
主党候補者の政策位置は収赦していないことが確認された。また、 有権者の選好分布につい
ては、中道をピークとする単峰分布であることが確認された。以上により、境家のゲームモ
デルにおいて想定されていた有権者の選好分布は一様分布であったが、これは現実の有権
者の選好分布と軍離していることが明らかになった。次章では、仮説の提示を行った上で、
具体的な分析手法について説明を加える。
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第4章仮説の検証
本章では、まず仮説の導出を行う。仮説を提示した上で、用いるデータと分析の対象とな
る選挙区、分析手法について詳述し、従属変数と独立変数、コントロール変数についての説
明を行う。そして、最後に分析結果を示し、結果の解釈を行い、仮説が実証されたことを明
らかにする。
候補者の政策位置に関して空間理論では、候補者は票を獲得するために、有権者の選好分
布に対応して政策位置を取るものと想定されている。境家の研究においては、有権者の選好
分布は一様分布であるという前提がなされていた。
｜／シ／／｜
民主党 自民党
図5
上記のように、有権者の選好分布が一様分布であるときには、極左に位置する共産党が一定
の固定票を有しているため、民主党は自民党の方へ寄るインセンティブが働く。そして、境
家の研究では、左翼政党の得票率が期待されるほど民主党の候補者は保守化するという仮
説を導出した。しかし、前章で確認したように有権者の選好分布は、境家が前提とした一様
分布ではなく、中道付近をピークとする単峰分布である。
共産党 民主党自民党 図6
上記のように、単峰分布の場合には、民主党は自民党寄りに移動するインセンティブは働
かないと推測される。共産党は泡沫政党でありながら、ほぼすべての選挙区に候補者を擁立
し、一定の得票を得ている。このような固定票を持つ政党が民主党よりも左に存在すること
で、むしろ民主党候補者には中道から革新へ動くインセンティブが働くものと予測される。
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言い換えれば、共産党候補者が強い選挙区ほど、民主党の候補者は中央より右に寄れない、
もしく意識的に寄らず、革新の方ヘ動くものと予想される。ここで導き出される仮説は、共
産党が強い選挙区ほど自民党と民主党候補者の政策距離は広がるというものである。また、
仮説とまでは言えないものの、有権者の選好分布上に候補者の政策位置を並べた方が候補
者データの分析だけで政策位置を測定するよりも明らかな結果が出るのではないかと予測
されるため、この予想についても確認を行う。このような予想をしたのは、実際に選挙で投
票をするのは有権者自身であり、有権者が思い描いている政策軸上で投票しているのであ
り、候補者が思い描いている政策軸で、投票を行っているわけではないからである。また、有
権者の選好分布に対応して候補者は政策位置を取るという前提に即してみても、 有権者の
政策軸上に候補者の政策位置を載せた方が適切である。
次に分析で用いるデータについてであるが、先行研究と同様に 2003年と 2005年の東
大朝日調査データを用いて分析を行う。先述したように、 有権者と候補者両方に同じ質問を
しているため、同一の政策軸上に有権者と候補者を対応させることが可能である。次に選挙
区の選択についての説明を行う。対象となる選挙区は、候補者の回答がなかった選挙区と、
自民・民主・共産党の候補者のいずれかが存在しない選挙区を除いた上で、イデオロギー上
に共産党・民主党・自民党の順で左から右へ並んでいる選挙区を分析の対象とする。このよ
うにケースを選択するのは、 共産党が極左に位置するときに民主党がどのような政策位置
を取るのかに関心があるためである。対象となる選挙区は 300の小選挙区のうち 6割ほど
となった。
分析手法についてであるが、初めに従属変数をどのように作成するか説明を行う。主たる
従属変数は、 先ほどから述べているように、 有権者の分布上の自民党候補者と民主党候補者
の政策の差である。従属変数の作成の際に問題となるのが、どのようにして有権者の分布上
に候補者の政策位置を並べるのかという点である。ここでは、 2003年の有権者データの結
果を基に、候補者について標準化を行い、因子得点重みづけ係数を掛け合わせたものを候補
者の因子得点として算出する。因子得点のうち、 第一因子である安保・外交に関する因子得
点について、自民党候補の因子得点から民主党候補の因子得点をヲ｜いたものを主たる従属
変数とする。こうして算出することで、有権者の思い描いている政策軸上に候補者を位置づ
けることが可能になる。前章でも述べたが、因子分析に用いた質問項目は、①日本の防衛力
は強化すべきだ②日米安保体制は強化するべきだ③先制攻撃はためらうべきではない④国
連安全圃場理事会の常任理事国入りをして国際的な役割を果たすべき⑤終身雇用を維持す
べきである⑥公共事業による雇用確保は必要だ⑦景気対策のための財政出動を行うべきだ、
の7項目である。この 7項目について主因子法により因子分析を行ったところ第一因子に
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安保・外交の政策軸、第二因子に経済政策に関する政策軸が抽出された。
本研究で第一軸である安保・外交についての因子得点から政策の差を求めたのは、前章で
確認したように、共産党・民主党・自民党の順に左から右へ並んでいるケースが経済政策の
政策軸で、は少なかったためである。そして、主たる従属変数との比較を行うために、先行研
究で用いられた方法と同様の方法で算出した政策の差も従属変数に取ることとする。具体
的には、 2003年と 2005年の候補者の回答をブールして因子分析を行った結果から因子得
点を算出し、安保外交についての自民党候補者の因子得点から民主党候補の因子得点を引
いたものが比較のための従属変数となる。このような分析を行う目的は、二つの従属変数を
比較することで、有権者の分布に載せなかった時にどれだけ結果が変わるのか観測するこ
とにある。従属変数に有権者の分布上の候補者の政策位置を取った方が適切であると考え
るのは、共産党の得票率を独立変数に組み込むためである。つまり、共産党の得票率はその
選挙区の有権者がどれくらい左寄りかを示すものであり、これを独立変数に用いるならば
従属変数の方でも有権者の選好分布という要素を考慮しなければならないからである。そ
して、共産党という政党に着目したのは、一番左に位置する政党が共産党で、あったからで、
この変数は選挙区の選好を示すものである。
独立変数にどのような変数を加えるのかというのが次の間題である。先述したように、 鍵
となる独立変数は共産党の選挙区における絶対得票率である。従属変数が選挙前に行われ
た調査データの結果であるが、ここでの独立変数は選挙結果である。時間の先行順は逆であ
るが、あくまでもこの変数は有権者の選好分布を示す代理変数であり、分析上差支えない3c
相対得票率ではなく、絶対得票率としたのは、相対得票率よりも絶対得票率の方が投票率に
左右されやすく、選挙区によって投票率が異なるのを考慮に入れるためである。次に加える
独立変数は、都市化度を示す小選挙区人口密度（対数）である。小選挙区人口密度（対数）
を分析の変数に加えたのは、一般的に地方の有権者は保守寄りであると理解されており、こ
うした選挙区におけるイデオロギー的な特質を考慮するためである。先行研究で用いてい
た接戦度についてもここでは分析に加えたいと考え、 独立変数に採用することとした。この
接戦度は一位候補の得票数から二位候補の得票数をヲ｜いたものを有効投票数で、割って算出
したものである。Ansolabehereの研究で、は接戦度は政策の差を小さくする効果をもち、
Burdenの研究では対称的に接戦度は政策の差を広げる効果を持つと分析結果から結論付け
ており、日本においても接戦度が政策の差に何かしらの影響を与えるのかの確認を行いた
いと考え分析に入れた。また、当選回数についても独立変数に加える。これは当選回数に l
を足して対数を取ったものとする。Burdenの研究によればベテラン議員であるほど移動の
コストがかかると考えられており、候補者の経験についても考慮に入れる必要があると判
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断したため分析に加えた。それだけではなく、当選回数は固定票がどれだけあるかも示すも
のと考えられ、固定票を有する候補者は移動をしないのではないかと予測される。コントロ
ール変数となるのは自民党候補者の政策位置である。自民党候補者の政策位置を一定にす
ることで、共産党の得票率に応じて民主党が自民党から離れるのか離れないのか確認する
ために必要な変数である。以上 6つの独立変数を用いて最小二乗法を用いた重回帰分析を
行う。
仮説を改めて提示すると、共産党の絶対得票率が高い選挙区ほど自民党候補と民主党候
補の政策の差が広がるという仮説と有権者データに基づいて算出した従属変数の方が、有
権者データに基づかずに算出した従属変数より、仮説に適合的な分析結果が得られやすい
という予測について分析を行う。
分析結果は表5と表6で示した通りとなった。
表 5 OLS結果（従属変数：有権者データに基づかずに算出した、候補者の政策位置の差）
共産党小選挙区絶対得票率
小選挙区人口密度（対数）
小選挙区接戦度
自民党候補当選回数（対数）
民主党候補当選回数（対数）
自民党候補の政策位置
（定数項）
?
?
?
?」
?
?
?
?
??
?
??
???
?
?
?
》?
?
? ?
?
?
?
?
??
2005年
Std. Err. 
2.261 
0.024 
Coef. 
2003年
Std. Err. Coef. 
0.436 
0.052 
0.059 
0.093 
0.215 
6.939 ＊＊ 2.654 0.684 
＊判ド 0.028 ＊ 
0.083 0.061 
0.032 0.377 0.216 
0.110 0.058 0.077 
0.058 0.060 0.052 
0.604 本＊＊ 0.103 0.636 ＊＊＊ 
0.344 0.247 0.422 
182 189 
0.213 0.201 
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表6 OLS結果（従属変数：有権者データに基づいて算出した、候補者の政策位置の差）
2003年 2005年
Coef. Std. Er. Coef. Std. Er. 
共産党小選挙区絶対得票率 11.585 * 4.340 5.767 ↑ 3.491 
小選挙区人口密度（対数） -0.138 * 0.043 
0.036 
0.056 
小選挙区接戦度 0.034 0.588 0.255 0.634 
自民党候補当選回数（対数） 0.161 0.089 0.181 ＊ 0.077 
民主党候補当選回数（対数） 0.141 0.095 0.087 0.089 
自民党候補の政策位置 0.869 料＊ 0.157 0.961 ＊＊＊ 0.138 
（定数項） 0.619 0.388 0.099 0.323 
Number of obs 183 187 
Adj R squared 0.199 0.205 
↑pく .10 * pく.05 * pく.01 ** pく.001
各独立変数について順に結果をまとめることとする。まず、小選挙区人口密度（対数）に
ついてであるが、有権者の分布における候補者の差を従属変数とした分析の 2005年の結
果以外で統計的に有意な結果が得られた。係数が負の値を取っているのは、都市部の有権者
の方が中道寄りであると考えられるため、自民党候補と民主党候補の差が縮まったものと
推察される。次に、接戦度についてであるが、有意な結果は得られなかった。このことは、
接戦度は自民党候補と民主党候補の政策の差に影響を与えないことを示す。自民党候補の
当選回数については、候補者データから測定した政策の差を従属変数とした分析の2005年
を除いて統計的に有意な結果が得られた。係数は正であることから、これは自民党候補者が
ベテランであればあるほど、相対する民主党候補者は対抗してより革新的な立場を採用す
るためであると推察される。これは、アメリカの先行研究と同様の結果であり、挑戦者の方
が移動のコストがかからないので、分極的な移動をするものと考えられる。
一方の民主党候補者の当選回数については、統計的に有意な結果が得られず、民主党候補
者の当選回数は政策の差に影響を与えないと言える。最後に鍵となる共産党の絶対得票率
の結果について説明を行う。候補者データから測定した候補者の差を従属変数とした分析
では、 2003年には5%水準で有意な結果が得られたものの、 2005年には有意な結果が得
られなかった。一方の、有権者データを基に算出した候補者の差を従属変数とした場合には、
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2003年では 5%水準で、 2005年には 10%水準で有意な結果が得られた。以上の分析結果
から、共産党の絶対得票率が高い選挙区ほど自民党候補と民主党候補の政策距離は広がる
ことが実証された。また、有権者データに基づいて算出した候補者の政策位置の差を従属変
数としたときには、予測通りの結果が得られた。一方の、先行研究と同様に有権者データに
基づかずに算出した候補者の政策位置の差を従属変数としたときには、 2005年については
予測通りの結果とはならなかった。有権者データに基づかずに算出した候補者の政策位置
の差を従属変数としたときには得られなかった結果が、有権者データに基づいて算出した
候補者の政策位置の差を従属変数とした分析では得られたことから、候補者は有権者の選
好分布に応じて政策位置を移動することが示唆される。
以下のグラフは回帰分析の結果から得られた予測政策距離を示しており、縦軸は共産党
の絶対得票率を示し、横軸は自民党候補者の位置を示している。このグラフからも仮説を支
持する結果が見て取れる。
予測政策距離
司牢
e司
????
= 
0 .01.02.03.04.05.06.07.08.09 .1 .11.12.13.14.15.16.17.18.19 .2 
共産党候補者の絶対得票率
一一←一 自民党候補者が極左 一一令ー 自民党候補者が平均
一一令ー 自民党候補者が極右
グラフ l：有権者データに基づかずに算出した場合（2003年）の予測政策距離
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予測政策距離
e、d
????
---｝ーー”
＝ー
ー
0 . 01.02. 03. 04. 05. 06. 07. 08. 09.1 .11.12.13.14.15.16.17. 18.19. 2 
共産党の絶対得票率
一－－－ー 自民党候補者が極左 一一令ー 自民党候補者が平均
一＿...ー 自民党候補者が極右
グラフ2：有権者データに基づかず算出した場合（2005年）の予測政策距離
予測政策距離
色白
司V
????
= 
e、4
0 . 01.02. 03. 04. 05. 06. 07. OB. 09. 1. 1. 12. 13. 14. 15. 16. 17. 18. 19. 2 
共産党の絶対得票率
一一令ー 自民党候補者が極左 一一令ー 自民党候補者が平均
一一←一 自民党候補者が極右
グラフ3：有権者データに基づいて算出した場合（2003年）の政策距離
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予測政策距離
司r
e司
?
??
????
Cョ
← 
0 . 01.02. 03. 04. 05. 06. 07. 08. 09. 1. 1. 12. 13. 14. 15. 16. 17. 18. 19. 2 
共産党の絶対得票率
－ートー 自民党候補者が極左 一一令ー 自民党候補者が平均
一一・一 自民党候補者が極右
グラフ4：有権者データに基づいて算出した場合（2005年）の政策距離
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第5章結論
候補者の政策位置に関する実証研究は多数蓄積がなされ、主要政党の二党の政策は収敬
するのかしないのか論じられてきた。本研究では日本における自民党と民主党の政策距離
の説明を試みる分析を行った。分析の結果、政策距離に影響を与えているのが、共産党の絶
対得票率と都市化度、そして自民党候補者の当選回数で、あったことが確認された。
先行研究では理論面での前提が厳しく現実政治の説明にそぐわないため、より現実政治
の説明に適した分析を本研究では行った。また、実証研究で見落とされてきた、有権者の選
好分布上に候補者は位置づけられるという前提に着目し、新たに有権者の選好分布を分析
に組み込んだ。
具体的には、 2003年の有権者データについて因子分析をした結果から候補者の標準化を
行い、因子得点を算出し、自民党候補者と民主党候補者の政策の差を求めた。このように有
権者データに基づいて算出した候補者の政策位置の差を従属変数とした分析と、先行研究
と同様に、有権者データに基づかずに算出した候補者の政策位置の差を従属変数とした分
析の結果を比べて見たところ、有権者データに基づいて算出した候補者の政策位置を従属
変数としたときに仮説を支持する結果が得られた。先行研究に準じた従属変数で仮説を支
持する結果が得られなかったのは、独立変数に選挙区の選好を示す共産党の絶対得票率を
とっているのに、従属変数については有権者の選好を反映させなかったためと言える。この
ことから、候補者の政策位置を推定する際には、有権者の選好を反映させたほうがより適切
であることが分かる。有権者データに基づいて算出した候補者の政策位置の差を従属変数
に用いた分析で仮説を支持する結果が得られたことから、候補者は他の政党の候補者の位
置取りと有権者の選好を気にしながら政策位置を決めていることが示唆される。
日本の政治的文脈において政策の「非」収散を考えたときに、 一番革新的な立場を取る共
産党に着目したわけであるが、分析の結果、安全保障政策軸については、共産党候補者が強
い選挙区ほど、民主党候補者がより革新の方へ移動することが分かった。これはより極端な
立場の政党が主要政党側にあるときに、その主要政党は得票を最大化させるために、中央よ
り右に移動するインセンティブがないと言える。そして、民主党は自身より革新的な立場を
とる共産党が存在することで、中央によるインセンティブ、が働かなかったと推察される。分
析の結果、 有権者の分布が左寄り、すなわち共産党候補者の得票率が高い選挙区ほど距離が
広がることが明らかとなった。また、自民党候補者が右に移動するほど相対的に距離は開く
ことが分かつた。つまり、共産党が極左に位置する限り、民主党はどんなに合理的に政策位
置を移動させても、 自民党より多く得票を得ることが出来ないのである。また、維新の党や
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次世代の党のような右派政党が自民党より右に位置付けたときに、今後の自民党の政策位
置がどう変化していくのかを明らかにすることは、日本政治のみならず、政党論や政党シス
テム論の観点からも重要な研究テーマとなりうる。
最期に、今後の課題について二点挙げる。第ーに、本研究では、共産党、民主党、自民党
の順に左から並ぶ選挙区を対象として、民主党の動きに着目したが、政党のラベルをはがし
た時に真ん中の政党がどのような動きを取るのかを分析し、左に動くのが民主党にだけ見
られる行動なのか、それとも真ん中の政党に共通して言えることなのかを明らかLこするこ
とである。第二に、異なる政策対立軸における各政党の政策位置について分析を行うことが
挙げられる。候補者が有権者の選好分布に対応して、安全保障政策軸で政策位置を取ってい
ると分析結果から示唆されたわけであるが、この点について一つの疑問が生じる。日本の選
挙で主たる争点になるのは、経済政策についてである。有権者もまた選挙で考慮している争
点は、「物価・景気」「税制」等の経済政策であることが明らかにされている4（谷口 2005）。
このように、政党側も、有権者側も選挙では経済政策を重視しているのにもかかわらず、
安全保障政策軸上で候補者の政策位置が測定され、さらに有権者の選好分布に応じて候補
者は合理的に政策位置を変えているというのは一つのパズルであると言えよう。今後、安全
保障軸以外の政策軸で分析を行い、異なる政策軸同士の関連性を明らかにすることで、政党
の行動メカニズムについてより一般的な知見が得られると考えられる。
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注I 19世紀に、 1832年、1867年、 1884年の三回選挙法が改正された（谷藤 2000）。
2著書の中では、 1997年の総選挙を対象として分析を行っている。
3データの都合上、他の変数を採用で、きなかった。
4谷口が用いたデータは「明るい選挙推進協会調査」（1972～2000）である。
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